
個 別 注 記 表 

（自平成 19 年 4 月 1 日 至平成 20 年 3 月 31 日） 
 
Ⅰ．重要な会計方針に関する注記 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 

(１)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

(２)たな卸資産 

製品  総平均法による原価法 

仕掛品 総平均法による原価法 

原材料 総平均法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

定率法によっています。 

(２)無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用)については社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっています。 

 

3. 繰延資産の処理方法 

(１) 社債発行費  ３年均等償却 

 

4. 引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒の実績等を勘案し

た繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しています。 

(２)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してい

ます。 
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5. リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

6. 消費税等の処理方法 

    税抜方式によっています。 

 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 19 年 4 月 1 日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ 847 千円減少して

おります。 

 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上しております。 

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ 3,736 千円減少し

ております。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

 

 1.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                           444 千円 

長期金銭債権                     3,800,000 千円 

短期金銭債務              703,469 千円 

長期金銭債務           1,300,000 千円 

 

 2.有形固定資産の減価償却累計額            1,229,313 千円 

 

 3.賃貸不動産の減価償却累計額              178,269 千円 

 

 4.土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）及び土地の再評価 

  に関する法律の一部を改正する法律（平成 11 年３月 31 日公布法律第 24 号、平成 13

年３月 31 日公布法律第 19 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差
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額金を純資産の部に計上しております。 

① 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2

条第 4 号に定める地価税の計算のために公表された方法により算出した価額に合

理的な調整を行う方法により、土地の評価額を算出しております。 

② 再評価を行った年月日              平成 14 年３月 31 日 

③ 再評価を行った土地の当期末における時価と 

再評価後の帳簿価額との差額            △124,285 千円 

 

5.担保に供している資産 

建物                               259,844 千円 

土地                               336,206 千円 

賃貸不動産                         205,796 千円 

（担保に係る債務 社債 1,000,000 千円） 

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

 

1.関係会社との取引高 

     販売費及び一般管理費                 37,760 千円 

     受取利息                  82,791 千円 

支払利息                  27,478 千円 

 

2.減損損失 

当事業年度において以下の資産について減損損失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 減損損失（千円） 

神奈川県海老名市 事業所 建物 816 

  工具器具備品 580 

  ソフトウェア 2,744 

 合計  4,141 

当初想定していない収益性の低下により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額 4,141 千円を特別損失としております。 

グルーピングの方法は、事業用資産については事業所を、賃貸用資産については個別物

件を基本単位（資産グループ）としております。 

資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。正味売却価額に

ついては処分見込額により算定しております。 

 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 
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発行済株式の種類及び総数           普通株式   35,264,443 株 

 

Ⅴ．税効果会計に関する注記 

 

1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

減損損失 10,432 千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 8,630 千円

賞与引当金損金算入限度超過額 18,603 千円

退職給付制度変更未払金 22,913 千円

棚卸資産評価損 8,283 千円

繰越欠損金 29,832 千円

その他 4,947 千円

繰延税金資産小計 103,643 千円

評価性引当額 54,238 千円

繰延税金資産合計 49,405 千円

 

2.繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

固定資産圧縮記帳 71,239 千円

有価証券評価差額 6,838 千円

繰延税金負債計 78,078 千円

 

Ⅵ.リースにより使用する固定資産に関する注記 

 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物附属設備の一部については、所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

1.事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得原価相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

建  物 2,820 千円 2,715 千円 104 千円

 

2.事業年度の末日における未経過リース料相当額 

未経過リース料期末残高相当額 

1 年内          131 千円 

1 年超           -  千円 

合計           131 千円 

 

3.支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料      399 千円 

減価償却費相当額    313 千円 

支払利息相当額      19 千円 
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4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

5.利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 

 

Ⅶ．一株当たり情報に関する注記 

 

一株当たり純資産額                  79 円 56 銭 

一株当たり当期純利益                   5 円 79 銭 

 

Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記 

 

1.親会社等 

属性 
会社等の名

称 

議決権

等所有

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

親会社 ﾌﾟﾘｳﾞｪ企業

投資ﾎｰﾙﾃﾞｨ

ﾝｸﾞｽ㈱ 

被所有 

直接

100％ 

監査役の兼任 3名 

取締役の派遣 1名 

貸付金の返済 200,000 長期貸付金 3,800,000

    短期借入金の返済 300,000 短期借入金 700,000

    長期借入金の返済 200,000 長期借入金 1,300,000

    利息の受取 82,791 未払費用 3,469

    利息の支払 27,478  

    業務委託費の支払 37,760  

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 貸付金の利率は、市場金利等を勘案し、親会社との交渉のうえ合理的に決定し

ております。貸付条件は貸付期間 5年、期日一括返済としております。 

（注２） 短期借入金の利率は、市場金利等を勘案し、親会社との交渉のうえ合理的に決

定しております。返済条件は借入期間 1年、期日一括返済としております。 

（注３） 長期借入金の利率は、市場金利等を勘案し、親会社との交渉のうえ合理的に決

定しております。返済条件は借入期間 5年、期日一括返済としております。 

（注４） 業務委託費は「業務委託契約」により決定しております。 

（注５） 上記金額には消費税は含まれておりません。 

 

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記 

 

該当事項はありません。 
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